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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 25年 11月 12日
独立行政法人水資源機構分任契約職
旧吉野川河口堰管理所長 徳重 誠二

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 36

〇第１号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 20

] 購入等件名及び数量 旧吉野川河口堰水草
回収船購入 １式

^ 調達件名の特質等 入札説明書による。
_ 納入期限 平成26年９月30日
` 納入場所 入札説明書による。
a 入札方法 最低価格落札方式の方法をもっ
て行うので、落札者の決定にあたっては、入
札書記載金額に同金額のうち課税対象額に
100分の８を乗じた額を加算した金額（当該
金額に１円未満の端数があるときは、その端
数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約希望金額の
108分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。（詳細は入札説明書による。）

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を全て満た
し、本件に係る一般競争入札参加資格を有する
と確認された者とする。
\ 以下の各号のいずれにも該当しない者であ
ること。
{ 契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者

| 独立行政法人水資源機構（以下「当機構」
という。）が発注した物品等の調達に係る契
約において、本入札公告の日から過去２年
以内に次のÌからÒまでのいずれかに該当
する事実があると認められる者
Ì 契約の履行に当たり、故意に納入物品
を粗雑にし、又は物品等の品質若しくは
数量に関して不正行為をした事実

Í 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るために連合した事実

Î 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が
契約を履行することを妨げた事実

Ï 監督又は検査の実施に当たり、役員又
は職員の職務の執行を妨げた事実

Ð 正当な理由なくして契約を履行しな
かった事実

Ñ 受注者の責めに帰すべき事由により契
約解除をした事実

Ò ÌからÑまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を契約
の履行にあたり、代理人、支配人その他
の使用人として使用した事実

} 当機構と締結した請負契約に基づく賠償
金、損害金、違約金又はこれらの遅延利息
を支払っていない者

~ 会社更生法（平成14年法律第154号。以
下同じ。）に基づく更生手続開始若しくは民
事再生法（平成11年法律第225号。以下同
じ。）に基づく再生手続開始がなされ一般競
争（指名競争）参加資格の再審査に係る認
定を受けていない者又は手形交換所による
取引停止処分、主要取引先からの取引停止
等の事実があり、経営状態が著しく不健全
であると認められる者

� 一般競争（指名競争）参加資格審査申請

書若しくは添付書類中の重要な事項につい

て虚偽の記載をし、又は重要な事実につい

て記載をしなかった者

� 営業に関し法律上必要とされる資格を有

しない者

] 当機構における平成25・26年度一般競争

（指名競争）参加資格業者のうち、業種区分

「物品等の製造又は販売」の認定を受けてお

り、かつ、営業品目の「船舶」に登録されて

いること。

^ 入札説明書に記載する条件を満たす製造又

は納入実績を有すること。

_ 確認申請書及び確認資料の提出期限の日か

ら開札の時までの期間に、当機構から指名停

止を受けていないこと。

` 入札に参加しようとする者の間に資本関係

又は人的関係がないこと。

a 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を

支配する建設業者又はこれに準ずるものとし

て、水資源機構発注工事等からの排除要請が

あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 入札手続等

\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及

び当該入札に関する問い合わせ先

〒771`0144 徳島県徳島市川内町榎瀬841

独立行政法人水資源機構旧吉野川河口堰管

理所 事務グループ 大山 正信 電話

088`665`1435 ＦＡＸ088`665`1374

] 入札説明書の交付場所及び交付方法

{ 別途指定するホームページからのダウン

ロードによる。詳細については上記\まで

問い合わせをすること。

| 郵送による交付は郵送料を別に必要とす

る。

^ 入札書の受領期限 平成26年１月10日（金）

17時

_ 開札の日時及び場所 平成26年１月22日

（水）13時30分 独立行政法人水資源機構旧

吉野川河口堰管理所

a 確認申請書及び確認資料の内容のヒアリン
グ 確認申請書及び確認資料の内容のヒアリ
ングは原則として行わない。なお、ヒアリン
グ実施の必要が生じた場合は別途通知する。

b 関連情報を入手するための照会窓口 関連
情報を入手するための照会窓口は、３\に同
じ。

c 独立行政法人の契約に係る情報の公表 独
立行政法人が行う契約については、「独立行政
法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成
22年12月７日閣議決定）において、独立行政
法人と一定の関係を有する法人と契約をする
場合には、当該法人への再就職の状況、当該

~ have permission to be a general elec-

tric enterprise in accordance with Article

3, Section 1 of the Electricity Utilities In-

dustry Law, or have registered as a spe-

cified scale electric enterprise in accor-

dance with Article 16`2, Section 1 of the

same law,

� fulfill the requirement mentioned in the

tender documentation.

b Time limit for tender : 14 : 00 January 7,

2014

c Contact point for the notice : Research

Management Division, Research Manage-

ment Department, Institute of Developing

Economies, Japan External Trade Organi-

zation, 3`2`2, Wakaba, Mihama-ku,

Chiba 261`8545, JAPAN TEL 043`299`

9524

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除する。
^ 入札の無効 入札公告に示した競争参加資
格のない者のした入札、確認申請書又は確認
資料に虚偽の記載をした者のした入札並びに
別冊現場説明書及び別冊競争契約入札心得に
おいて示した入札に関する条件に違反した入
札は無効とし、無効の入札を行った者を落札
者としていた場合には落札決定を取り消す。
なお、分任契約職により競争参加資格のある
旨確認された者であっても、開札の時におい
て指名停止を受けている者その他開札の時に
おいて「２.競争参加資格」 に掲げる資格の
ない者は、競争参加資格のない者に該当する。

_ 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。ただし、落札者となるべ
き者の入札価格によっては、その者により当
該契約の内容に適合した履行がなされないお
それがあると認められるとき、又はその者と
契約を締結することが公正な取引の秩序を乱
すこととなるおそれがあって著しく不適当で
あると認められるときは、予定価格の制限の
範囲内の価格をもって入札した他の者のうち
最低の価格をもって入札した者を落札者とす
ることがある。

` 契約書の作成 別冊契約書案により、契約
書を作成するものとする。
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